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「国民生活センターのあり方見直し」を含む消費者行政強化のための論議の継続を求めます 
 
 消費者庁と国民生活センターは 2010 年 12 月、「国民生活センターの在り方の見直しに係るタスク

フォース」を設置、2011 年 5 月には中間整理を行い、公開ヒアリングと意見募集を実施しました。こ

れに対し、2011 年 6 月、消費者委員会が独自の立場から意見表明を行いました。 
 消費者庁は、夏にも最終結論を得る予定とした上で、消費者委員会との議論やタスクフォースでの

意見交換を行っていますが、消費者委員会との意見の隔たりは大きく、またヒアリングや意見募集で

寄せられた意見や懸念への説明も一方的で十分とは言えません。 
 また、消費者庁と消費者委員会の創設時に掲げられた「消費者行政強化」のための検討課題は、消

費者庁と消費者委員会、国民生活センターの体制と組織をトータルで見直すというものであり、国民

生活センターのみを取り出して検討すること自体、適切性を欠くものです。 
 さらに、東日本大震災に関わる消費者被害が横行する中、特に地方消費者行政の充実強化は喫緊の

課題となっていますが、育成強化集中期間後の対策の検討も全くなされておらず、今回の見直し検討

の中でも明らかになっていません。 
よって、私たちは、以下のことを要望し、貴職の真摯な対応を求めます。 

 
 

記 
 
１． 国民生活センターのあり方を含む、消費者行政強化のための論議は、消費者庁と国民生活セン

ターという当事者間での議論から次の段階に発展させ、消費者庁と消費者委員会、国民生活セン

ターの機能と役割をトータルで見直すための検討を、消費者、消費者団体や専門家、有識者、事

業者なども交えて開始すべきです。 
 
２． 「タスクフォース」の最終とりまとめは平成２３年夏を目途に行い、消費者庁長官、次長及び

国民生活センター理事長陪席の下、政務二役会議において決定するとされていますが、その日程

では十分な検討はできません。最終報告を得る時期を延期し、論議を継続すべきです。 
                                       以上 


